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1 格付け、スコアおよびデータの更新 
1.1 ESG データの収集 

MSCI ESGリサーチの分析スタッフは、各企業のコアビジネスと、その企業にリス
クや機会をもたらしうる業界の課題との関係に焦点を当て、33の ESGに関するキ
ーイシューにわたって数千のデータポイントを評価している。  
当社は、各キーイシューについて、企業の開示情報およびオルタナティブソースの
両方から、多様な公開データを収集・標準化している。オルタナティブデータは企
業によって報告されるものではなく、政府機関や非政府組織（NGO）など、外部の
公開データソースから取得される。 
図表 1：ESG格付けのフレームワークとプロセスの概要 

 
  データ 

ESGの指針、計画および実績に関する 1,000件以上のデータポイント  
10万人の取締役に関するデータ、20年以上にわたる株主総会の結果 

エクスポージャーメト
リック 

各重要イシューに対する当該企業の

エクスポージャーは？  
80 以上の事業と地域セグメントの

メトリックに基づく 

キーイシューのスコアとウェイト 
33件のキーイシューから各業種に毎年
選択し、MSCIのマテリアリティマッピング

フレームワークによりウェイト付け 

ESG格付け（AAA～CCC） 
 

情報源 
100以上の専門的データセット 
（政府、NGO） 
企業開示（10-K、サステナビリティ
レポート、プロキシーファイリング）  
3,400件以上のメディア情報を毎日
モニタリング（グローバルおよびロー
カルなニュースソース、政府、
NGO） 
モニタリングと  
品質管理 
メディアやガバナンス関連の事象に対する
体系的かつ継続的な日々のモニタリング 
格付けの全段階における詳細な品質確認 
事前に定義された特定の事例では、メソド
ロジー委員会による ESG格付けレビュー 
 

データの提供 
一部の基礎データへのアクセス  
68万銘柄の証券に関する格付け、
スコアおよびウェイト 
20年以上の歴史 

洞察 
専門の ESGリサーチチームが
以下の媒体によりさらに洞察を
提示： 
企業レポート 
インダストリーレポート 
テーマ別レポート 
アナリストコールやウェビナー 
 

マネジメントメトリック 
各重要イシューに対する当該企業の管理状況は？ 

150種の指針と計画のメトリック、20種の実績

メトリック 

100種以上のガバナンスのキーメトリック  

同業他社と比較した ESG格
付けのイシュースコアとウ
ェイトの組み合わせ。ピラ
ー別の評価も公表： 
環境、社会 
および 

ガバナンスの  
スコア 
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1.1.1 データソース 
環境および社会ピラーならびに企業行動テーマでは、各企業の事業に関する企業固
有のデータと、各キーイシューに関連するマクロレベルのデータを組み合わせて、
各企業が直面しているリスクエクスポージャーの水準を測定する。  

エクスポージャーメトリックのデータソース 
• 企業の事業の特性を判定するために用いるデータソースには当該企業による報

告を含む（アニュアルレポート、投資家向けプレゼンテーション、財務上およ
び規制上の提出書類）。  

• 企業の事業運営地域および（標準産業分類（SIC）による）事業セグメントに対
するマクロレベルのリスクエクスポージャーの配分に用いるデータソースには
以下のものなどがある。 
­ Comprehensive 

Environmental Data 
Archive (CEDA) 

­ Eurostat 
­ US Department of 

Energy  
­ International Council 

on Clean 
Transportation 

­ Lamont-Doherty Earth 
Observatory, Columbia 
University 

­ Organisation for 
Economic Co-operation 
and Development 
(OECD) 

­ World Development 
Indicators (WDI) 

­ United Nations 
Development 
Programme (UNDP) 
 

­ US EPA’s Energy Star 
­ US EPA’s Toxics 

Release Inventory 
(TRI) 

­ Risk-Screening 
Environmental 
Indicators (RSEI) 

­ US Bureau of Labor 
Statistics (BLS) 

­ International Labour 
Organization (ILO) 

­ US Occupational Safety 
& Health 
Administration (OSHA) 

­ National Highway 
Traffic Safety 
Administration 

­ US Consumer Product 
Safety Commission 

­ UK Reporting of 
Injuries, Diseases and 
Dangerous 
Occurrences 
Regulations (RIDDOR) 

­ International Chemical 
Secretariat (ChemSec) 

­ Danish Working 
Environment Authority  

­ nternational Monetary 
Fund (IMF)  

­ World Health 
Organization (WHO) 

­ World Resource 
Institute (WRI) 

­ US Census Bureau 
Current Population 
Survey Supplement 

­ United Nations (UN) 
Population Division 

­ US Department of 
Agriculture (USDA) 

­ Food and Drug 
Administration (FDA) 

­ World Bank 
Governance Indicators 
(WGI) 

­ Transparency 
International (TI) 

­ UNESCO Institute of 
Statistics 

­ World Bank (WB) 
­ Refinitiv  
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マネジメントメトリックのデータソース 
当社は、企業が行うリスク管理の取り組みを評価するために、以下の情報源から情
報を取得している。 
• 企業開示：アニュアルレポート（10-K等の SEC開示書類を含む）、プロキシー

ファイリング、環境・社会レポート、株主総会報告書、有価証券開示書類、企
業ウェブサイト、CDP（旧カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト）回
答書。 

• 政 府 デ ー タ ： 中 央 銀 行 デ ー タ 、 U.S. Toxic Release Inventory 、
Comprehensive Environmental Response and Liability Information System 
(CERCLIS)、Resource Conservation and Recovery Act (RCRA) Hazardous 
Waste Data Management Systemなど。その他同様の情報源についても継続
的に評価を行っている（特に欧州企業について）。 

• 人口、貿易および学術雑誌：ウェブサイト、サブスクリプションおよびオンラ
インデータベース検索などによりアクセス。 

• 報道媒体：全世界の主要報道出版物（各種市場に関する現地言語版情報源を含
む）。 

当社は、企業のガバナンスを評価するために、以下の情報源からも情報を取得して
いる。 
• 規制当局および証券取引所：規制機関のデータベース（企業による登記を含む）

および証券規制当局のデータベースならびに証券取引所のウェブサイトから取
得した企業レベルおよび取締役レベルの情報。政府・各州のウェブサイトおよ
びデータベースから取得した会社法および証券法の関連規定（上場関連規制お
よび公開買付規制を含む）。 

1.2 法人の選択とデータマッピング 
当社は、有価証券の売却により資本を調達する法人（通常は企業）について ESG格
付けを提供している。調達された資本は、発行体自体または別の関係法人のいずれ
かに資金を提供することになる。当社は、データ法人と呼ばれる、ESG格付けの評
価に最適な法人を選択している。  

1.2.1 データ法人の選択 
ESG格付けのデータ法人は、以下を考慮して決定される。 

• ガバナンスおよび事業運営に関する参照法人と代理参照法人 
• 発行体と関連法人の ESG特性および財務特性 

また、データ可用性に関する最低基準を満たしていることも条件となる。 
ESG格付けは、次の 2種類のデータ法人に適用される。 
• 事業運営：環境および社会ピラーと企業行動テーマの評価に使用される法人  
• ガバナンス：コーポレートガバナンステーマの評価に使用される法人  
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参照法人 
参照法人と代理参照法人は、一連の独自ルールによって識別され、それぞれ法人を
データ法人として選択する際の第 1の選択肢と第 2の選択肢に相当する。 
これらは、発行体の法人分類と、資金調達構造における他の法人との関係を考慮す
ることによって識別される。これらのルールによって識別される第 1の法人は参照
法人に指定され、識別される第 2の法人（存在する場合）は代理参照法人に指定さ
れる。 
代理参照法人は、以下のような状況においてデータ法人としての使用が検討される
可能性がある。 
• 参照法人がデータ可用性に関する最低基準を満たしていない。  
• 代理法人はすでに直接評価されており、参照法人はこの代理法人と同様な ESG

特性および財務特性を有すると判断されている。 

ESG特性および財務特性 
企業は、同じ地理的特性（事業の所在地に基づく）を有する場合や同じ事業活動特
性（事業の SICコード分類に基づく）を有する場合、同様な ESG特性および財務
特性を有する可能性がある。 

データ可用性に関する最低基準 
ESG格付けの実施に必要な最低限の財務および ESGデータは次のとおりである。 
• 取締役会または同等の統治機関の構成員の氏名一覧、および 
• 損益計算書または同等の情報。 

評価の境界 
評価の境界とは、その活動と情報開示が ESG格付けの適用範囲内にある法人を指
す。  
株式発行体については、 評価の境界はそのグループの連結報告範囲に含まれるすべ
ての法人である。 
株式発行体が（次節で詳しく説明するデータマッピングに基づく評価とは異なり）
ESG格付けの直接評価を受けており、その事業の個別部分も ESG格付けの直接評
価を受けている場合、後者の評価の境界は前者の評価の境界の中に含まれる。  
特定の債券発行体では、そのグループの個別部分（単一の事業分野または部門、特
定の事業会社、キャプティブファイナンス事業など）にのみ資金を提供している場
合がある。このような場合、事業運営に関するデータ法人の ESG格付けの適用範囲
は、グループの中でその個別部分にしか及ばない。 

1.2.2 データマッピング 
データマッピングとは、企業（データ法人）の ESG 評価を関係企業に帰属させるプ
ロセスである。ESG評価は、特定の企業およびデータポイントの要件を満たすこと
を条件として、そこで見られる親会社・子会社の関係に基づいてマッピングされ
る。  
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• 対象ユニバースに含まれる特定の企業（金融会社に分類される企業など）
は、関連するデータ法人からのデータマッピングによってカバーされる場合
がある。 

• ESG格付けの対象ユニバースに含まれない債券発行体も、ESG格付けの対
象ユニバースに含まれる親会社から評価をマッピングされる場合がある。 

ESG評価は以下のものにはマッピングされないことに注意されたい。 
• 株式発行体、または  
• すでに MSCI ESG Researchによる評価を受けている企業。  

 

1.3 データおよびスコアの更新 

1.3.1 データおよびスコアの継続的更新 
通常、MSCI ESG Research は継続的にデータを収集している。当社は体系的かつ
継続的な手法で企業をモニタリングしており、例えばメディアやガバナンス関連の
事象について日々モニタリングを行っている。基礎データおよび一部のスコアの更
新がされたとしても、必ずしも格付けの分析レビューが行われるわけではない。業
種調整後スコアおよび ESG格付けは、MSCI ESG Researchの格付け実施時にのみ
再計算される。 
特定のデータポイントの更新は、対応する関連スコアに週次で反映される。上記記
載通り、スコアが更新されても必ずしも格付けが更新されるわけではない。臨時の
格付け更新についてはセクション 1.3.2を参照。 
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以下のものについては、基礎となる情報が更新された際に週次で再計算を行ってい
る 1。  
週次で更新され得る
ESG格付けモデルス
コア 

スコア変更につながる可能性のあるMSCI ESGリサーチ
データ更新 

コーポレートガバナ
ンスキーイシュース
コア 

• プロキシーファイリングで開示された新しいコーポレー
トガバナンスデータ。 

• 一部のコーポレートガバナンスキーメトリックの計算で
使われるピアランキングに影響を与えるピアセットデー
タの更新。 

• 発行体が提出した関連データを MSCI ESG Researchが
提供、または MSCI ESG Researchの配信チャネルを通
じて発信。 

キーイシューの不祥
事減点 

• ウェイト付けされたキーイシューへの新しい不祥事の紐
付。 

• 最も深刻な不祥事に関する評価の引き上げあるいは引き
下げ。  

キーイシューマネジ
メントスコア 

• 新しい炭素排出データ開示による炭素排出マネジメント
スコアの更新。 

• キーイシュー不祥事減点の更新。 
• 発行体が提出した関連データを MSCI ESGリサーチが
提供。 

キーイシューエクス
ポージャースコア 

• 新しい事業セグメントデータの開示。 
• 新しい地域セグメントデータの開示。 

キーイシュースコア • キーイシューエクスポージャースコアの更新。 
• キーイシューマネジメントスコアの更新。 

テーマスコアとピラ
ースコア • ウェイト付けされたキーイシュースコアの更新。 

加重平均キーイシュ
ースコア • ウェイト付けされたキーイシュースコアの更新。 

 
ESGスコアに影響を与える直近の更新については、ESG格付けレポートの該当セク
ションに詳細を記載している。ESG格付けレポートは更新日を以下のように記載し
ている。 

• 格付け更新日（Rating action date)：ESG格付けレビューが行われた最新
の日付。 

 
1 更新時期は、様々かつ予期しない事情のために変更される場合がある。 
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• 最終レポート更新日（Last report update)：ESG 格付けレポートに記載
されているデータポイントを更新した最新の日付。 

• 最終スコア変更日（Last score change date)：キーイシュースコアの更
新が行われた最新の日付。 

格付け更新（rating action)日は、企業に関する包括的なレビューが行われ、その結
果、対応する ESG格付けが割り当てられた最新の日付である。  

1.3.2 分析レビューのタイミング 
企業の ESG格付けは、分析スタッフによるレビューを通常年に 1回実施する。分析
レビューのタイミングは、MSCI ESG Research により決まり、その際には分析ス
タッフが関連するデータ更新を評価して取り入れる。MSCI ESG 格付けは、ESG 格
付け更新日の４ヵ月前の月末までに公開されたすべての企業の開示情報を組み込む
ことを目指す。  
臨時の詳細な格付けレビューを実施するかどうかは MSCI ESG Research が決定し、
可能性があるケースとしては、例えば以下のものなどがある。 
• 不祥事評価が「非常に深刻」から格上げまたは格下げ。 
• 例外的な状況。 
MSCI ESG Researchは、例えば以下の目的により、前回の ESG格付け更新日から
12ヵ月を超えて格付けレビュー期間を延長する場合がある。 
• 計画されている ESG 格付け更新の前に差し迫ったメソドロジーの変更を実施す

ること。  
• より詳細なレビューを提供すること。 

2 格付けプロセスの品質 
ESG格付けのプロセスには、データ、分析の品質ならびにメソドロジーの一貫した
適用をレビューするための複数の手順が含まれている。  
正式な詳細品質確認プロセスは分析の各段階で実施する。このプロセスには、自動
および手動のデータ品質チェック、各業種の責任者および各地域のチームリーダー
による格付けおよびレポートの監督などが含まれている。標準的な企業評価の例外
（キーイシューの選択とウェイトに対する変更を含む）、高格付け（AAA）もしく
は低格付け（CCC）の新規付与、または 2段階の格付け変更については ESG格付け
メソドロジー委員会の承認を要する。ESG 評価委員会は、ESG 格付けメソドロジー
委員会からの上申をレビューする。ESG メソドロジー委員会は、ESG 格付けモデル
およびメソドロジーへの変更提案をレビューし、承認する。  

2.1 品質レビュープロセス の主要手順 
以下の品質保証および監督プロセスを順守する。 
• データ品質保証：企業の ESG 格付けを提供する前に、すべての企業についてデ

ータ品質チェックを実施する。ESG 格付けで使用するデータ品質保証プロセス
では、システム主導の検証ルール、例外ベースのチェック、異常値や旧いデー
タを識別するプロセスなど、システムチェックと手動チェックを組み合わせて
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実施する。ESG 関連の不祥事や事業活動の分類など、ESG 格付けに対する特定
の入力データは、ピアレビューや委員会のレビューを受ける場合がある。  

• 分析レビュー：  ESG格付けでは MSCI ESG Researchの分析スタッフによるレ
ビューが行われる。アナリストレビューによって ESG 格付けの変更提案が行わ
れる場合やその他の定められた状況においては、シニアアナリストによるレビ
ューが行われる。  

• ESG 格付けメソドロジー委員会：同委員会は、以下の特定の事例や、メソドロ
ジーの適用に関連するその他の上申に対応する。  
­ 企業の評価に企業固有のキーイシューを追加する旨の提案。 
­ 2段階またはそれ以上の格付けの変更。 
­ 企業に対する AAAまたは CCC格付けの新規付与。 
­ ビジネスモデルが同業他社と大きく異なることを理由とする、業種別キーイ

シューのウェイトからの逸脱の申請。 
­ 不祥事事案を企業の格付け分析に追加または除外することに関する、標準的

メソドロジーからの逸脱の申請。 
• ESG 評価委員会：同委員会は、ESG 格付けメソドロジー委員会から上申された

メソドロジー適用事例や、重要な市場事象から生じた事例など重要性の高いそ
の他のメソドロジー適用事例を統括する。 
 

評価に影響を与える一部の決定については、格付け評価を開始する前に、以下の委
員会がレビューを実施する。 
• 事業活動分類メソドロジー委員会：事業活動および業種の分類（ESG 格付けの

業種割当ての変更提案を含む）のレビューおよび承認を統括する。 
• 法人分類メソドロジー委員会：法人の分類および参照法人の特定（事業運営に

関する参照法人およびガバナンスに関する参照法人）に関係するメソドロジー
を監督する。メソドロジーに沿わないアプローチ、およびメソドロジーまたは
データ可用性を理由として債券発行体を対象範囲から除外する提案については
同委員会の承認を要する。 

 

3 発行体とのコミュニケーション 
MSCI ESG Researchは、格付け対象ユニバースに属する発行体との透明性の高い
コミュニケーションを実施している。詳細については、「発行体との対話の手続
き」という文書を参照されたい。格付けを付与された法人は、MSCIの ESGイシュ
アーコミュニケーション部門（esgissuercomm@msci.com）に連絡して問い合わ
せを行うことができる。 
 

mailto:esgissuercomm@msci.com
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4 対象範囲、コーポレートアクションおよび関連の変更 
ESG 格付け対象の発行体ユニバースは、ある株式および債券の指数「目標指数
（targeted indexes）」への採用に基づいて決定される。ある目標指数の構成銘柄
がすべて発行体ユニバースに含まれる場合、その指数は「連動対象指数（tracked 
index）」とされる。  

4.1 発行体ユニバースの拡大 
発行体ユニバースの拡大は定期的に検討される。発行体は、内部の優先順位付けプ
ロセスに基づいて、目標指数から発行体ユニバースに新規採用される。  

4.2 発行体ユニバースの変更 
ESG格付け対象の発行体ユニバースの変更（新規採用と除外の両方を含む）は、連
動対象となる株価指数の構成銘柄の変更によって引き起こされる場合がある。 

4.2.1 発行体ユニバースへの新規採用 
• 当社は、MSCI ACWI 指数および MSCI US インベスタブル・マーケット指数

（IMI）に新規採用した企業について、当該指数への採用から 1 四半期以内に評
価することを目標としている。 

• 当社は、その他の連動対象指数に新規に採用された企業について、当該指数へ
の採用から 2四半期以内に評価することを目標としている。 

• その他の目標指数に新規に採用された企業については、定期的な発行体ユニバ
ース拡大の一環として検討する。 

4.2.2 発行体ユニバースからの除外  
発行体が（例えば指数構成銘柄の見直しやコーポレートアクションを原因として）
目標指数から除外された場合、当該発行体は以下を条件として発行体ユニバースか
ら除外される。 
• 当該発行体はどの目標指数にも採用されていない。  
• 当該発行体は、目標指数に採用されたどの発行体のデータ法人としても機能し

ていない。 

4.2.3 企業分割 
• 企業分割による新設会社が MSCI ACWI指数または MSCI US IMIの採用銘柄で

ある場合は、同社を単独企業として扱い、1 四半期以内に評価することを目標と
している。  

• 企業分割による新設会社が対象の発行体ユニバースに所属しているが、MSCI 
ACWI指数または MSCI US IMIの採用銘柄ではない場合は、同社を単独企業と
して扱い、2四半期以内に評価することを目標としている。  
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4.2.4 合併および買収 
• 取得側の企業が既に ESG 格付けを有している場合は、当該取得側企業の次回年

次更新時に、当該取得側企業の評価において、新規に取得した法人を考慮する。 
• 取得側の企業が ESG格付けを有していない場合は、被取得側の企業が ESG格付

けを有していたとしても、当該取得側企業を「新規」企業とみなし、上記の発
行体ユニバースへの新規採用手法に従って評価する。  

• 合併により新会社を設立する場合は、上記の発行体ユニバースへの新規採用手
法に従って評価する。 

4.3 データ法人の変更 
ESG格付けのデータ法人としての分類については、分類が引き続き適切であるかど
うかを評価するためにレビューを実施する場合がある。データ法人の変更提案は、
法人分類メソドロジー委員会の承認を受ける。  
このようなレビューが開始される状況としては、次のようなものが挙げられる。 
• ESG分析スタッフが実施する ESG格付けの定期的なレビュー。  
• 重要なコーポレートアクション、または 
• 資金調達構造の大幅な変更。 

4.4 世界産業分類基準（GICS®）2 産業サブグループの分類変更 
• ある企業の GICS産業サブグループ分類が変更された場合、当該企業のキーイシ

ューマッピングに変更があれば、当該企業の格付けを見直す。当社は、GICS 産
業サブグループの分類変更の効力が生じた時点から1四半期以内にそのような見
直しを実施することを目標としている。 

• ある企業のGICS産業サブグループ分類が変更されたことに伴って、ESG格付け
の業種（ベンチマークの同業他社グループ）も併せて変更される場合は、当該
企業を新しい ESG 格付け業種で再評価（つまり格付けトレンドを中立化）する。  

4.5 社名の変更 
MSCIの ESG配信プラットフォームに掲載した社名は新社名に変更する。ただし、
当該企業のレポート本文では、次回の年次格付け更新までの間、旧社名を引き続き
使用する。 
 

 
2 GICSはMSCIとスタンダード・アンド・プアーズが共同で作成した世界産業分類基準である。 
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5 メソドロジーの更新とガバナンス 

5.1 メソドロジーのガバナンス 
• ESG メソドロジー委員会：同委員会は、ESG リサーチグループ全体におけるメ

ソドロジー変更（ESG 格付けを含むがそれに限らない）の提案をレビューし、
承認する。通常、ESG メソドロジー委員会が検討する ESG 格付けの話題には以
下の話題が含まれる。 
­ ESG格付けメソドロジーに関する変更の提案（下記を含む）。 

• ESGキーイシューと産業サブグループの関連性を決定するESGインダス
トリーマテリアリティマップの更新。 

• ESG格付けで使用されるデータソースや計算の変更。  
• コンサルテーションに付すメソドロジーの提案。 

­ 四半期ごとのメンテナンスレビュー。 
• ESG データ定義委員会：すべての ESG データセットに関して、MSCI ESG 

Researchの新規および既存のデータポイントおよびその定義を監督する。  
• コーポレートガバナンスメソドロジー委員会：分析スタッフは、コーポレート

ガバナンスメソドロジー委員会に対して、以下の項目を含む提案の検討を要請
することができる。 
­ データ収集に関するガイダンスの承認。 
­ キーメトリックの定義およびスコアリングの承認。 
­ ガバナンス関連の事象および不祥事の評価に関するガイダンスの承認。 
­ 自国市場の変更の承認。 
­ 新しいデータポイントおよびメソドロジーのレビュー（後者については、

ESGメソドロジー委員会への提出前とする）。 

5.2 年次コンサルテーション 
MSCI ESG Researchは、企業による財務的に重要な ESG関連のリスクと機会の管
理を効果的に評価するために、ESG格付けメソドロジーについて年次レビューを実
施する。このレビューの結果、ESG格付けメソドロジーの変更提案につながる可能
性がある。  
MSCI ESG Researchは、ESG格付けメソドロジーに重要な変更を実施する前に、
コンサルテーションプロセスを通じて顧客投資家および格付けを付与された発行体
にフィードバックを求める。また、必要に応じて他の市場参加者にフィードバック
を求める場合もある。このプロセスを通じて、メソドロジー変更の可能性に関する
情報を透明性の高い方法で伝達し、顧客投資家および格付けを付与された発行体か
らのフィードバックを考慮することができる。コンサルテーションを通じて受け取
ったフィードバックは、イノベーションを後押しし、MSCI ESG Researchに市場
参加者からのさまざまな視点を提供する。   
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ESG格付けに関するコンサルテーションでは、MSCI ESGメソドロジー委員会の裁
量による ESG格付けメソドロジーの重要な変更に関する協議に加えて、MSCI ESG
インダストリーマテリアリティマップや同業他社グループに関する変更提案など、
定期的に発生するトピックを取り上げる場合がある。MSCI ESG Researchは、コ
ンサルテーションを通じて軽微な変更に関するフィードバックを求める場合もあ
る。  
コンサルテーションプロセスを通じて受け取ったフィードバックを考慮した後、変
更を承認する決定は、ESGメソドロジー委員会を通じて MSCI ESG Researchが単
独で下す。コンサルテーションの結果は、通常は毎年第 1四半期に、すべての顧客
投資家および格付けを付与された企業に対して同時に通知される。 

5.3 例外的な状況に伴う変更 
MSCI ESG Researchは、年次コンサルテーションから生じた変更またはその他通
常の過程で生じたメソドロジーの変更および改善に加えて、特別な事象または予期
せぬ状況や例外的な状況など一部の場合において、特定の市場、業種または企業に
関する ESG格付けメソドロジーの変更またはスコア調整の適用が必要であるとの判
断を下すことができる。そのような判断を下さない限り、ESG格付けメソドロジー
において当該重大な事象または状況の影響を考慮または把握できない場合は、影響
を受ける市場、業種または企業の状態をよりよく反映させることを目的として、該
当する場合、ESGメソドロジー委員会または ESG評価委員会がそのような判断を
下す。例えば、そのような事象または状況としては、重大な地政学的衝突、市場の
激変、不可抗力事象、またはそれらに類する事象であって、関連性もしくは信頼性
のある入力データへのアクセスを限定もしくは阻害するものなどが考えられる（た
だし、それらに限らない）。そのような変更または調整を実施する場合、MSCI 
ESG Researchは、予定の実施時期および実施方法についてクライアントに通知す
る。 
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